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注 記 事 項 

 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 

当事業年度より、改訂後の「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準

注解」（令和 2 年 3 月 26 日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行

政法人会計基準注解』に関する Q&A」（令和 2 年 6 月最終改訂）（以下「独立行政法

人会計基準等」という。）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

業務達成基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物        ２ ～ 47 年 

構築物        ２ ～ 68 年 

医療用器械備品    ２ ～ 20 年 

その他器械備品    ２ ～ 20 年 

車 両        ２ ～ ７ 年 

また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第 87 第１項）の減価償却に相当す

る額については、減価償却相当累計額として資本剰余金から控除して表示しており

ます。 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）

に基づいております。 

 

 （３）リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３．賞与引当金の計上基準 

役員に対して支給する業績年俸及び職員に対して支給する賞与に備えるため、当

事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。 

 

 

 

 



４．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法 

役職員の退職給付に備えるため、役員については独立行政法人国立病院機構役員

退職手当規程に基づく期末要支給額を、また、職員については当該事業年度末にお

ける退職給付債務及び恩給制度期間を有する退職職員の負担金である整理資源に関

する債務の見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については給付算定式基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)

による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(９～10 年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。 

 

５．貸倒引当金の計上基準 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

 

６．損害補償損失引当金の計上基準 

医療賠償等による損害賠償金の支払に備えるため、個別に発生可能性を検討し、

その経過等の状況に基づき損失負担見込額を計上しております。 

 

７．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 （１）医薬品 

最終仕入原価法に基づく低価法 

 （２）診療材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 

 （３）給食用材料 

最終仕入原価法に基づく低価法 

 （４）貯蔵品 

金券類は個別法、その他は最終仕入原価法に基づく低価法 

 

８．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



９．固定資産の減損の処理方法 

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日））および「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 最終改正 平成 21 年３月

27 日）を適用しております。 

また、独立行政法人国立病院機構の業務運営、財務及び会計並びに人事管理に関

する省令（平成 16 年厚生労働省令第 77 号）により、減価に対応すべき収益の獲得

が予定されていないと認められる償却資産については、固定資産減損損失は計上せ

ず、資産の減損額と同額をその他行政コスト累計額として計上しております。 

 

 

Ⅱ．貸借対照表 

 

その他行政コスト累計額のうち、出資を財源に取得した資産に係る金額 

△4,368,639,525 円 

 

 

Ⅲ．行政コスト計算書 

 

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

行政コスト                     1,067,025,594,876 円 

自己収入等                               △966,448,155,125 円 

機会費用                                    528,629,435 円 

独立行政法人の業務運営に関して 

国民の負担に帰せられるコスト                       101,106,069,186 円 

 

２．機会費用の計上方法 

（１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用

の計算方法 

   近隣の地代や賃貸料等を参考に計算しております。 

（２）政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率 

10 年利付国債の令和３年３月末利回りを参考に 0.120％で計算しております。 

 

 

Ⅳ．損益計算書 

 

１． 国又は地方公共団体からの受託による収益の科目別内訳 

① その他診療業務収益 604,674,323 円 

② 研修収益 339,999,150 円 

③ 研究収益 21,256,002 円 

④ その他経常収益     6,456,000 円 

合 計    972,385,475 円 



２．固定資産売却益の内訳 

① 医療用器械備品 19,612,992 円 

② 車 両          80,997 円 

合  計      19,693,989 円 

 

３．固定資産減損損失 

（１）減損損失の金額及び内訳 

（単位：円） 

 
       

用 途 

 

 
 

場 所 

 

 

               減 損 損 失 

 

建 物 そ の 他 計 

遊休資産 

(病棟等) 

弘前市大字富野町 1 番

地外 9 箇所 

 

 

395,613,258 

 

14,602,514 

 

410,215,772 

 

（２）減損損失の認識に至った経緯 

上記遊休資産については、将来の使用が見込まれておらず、回収可能価額が帳簿

価額を下回っているため減損損失を認識しております。 

 

（３）資産のグルーピングの方法 

当機構は、機構全体が一体となって政策医療を担っていることから、全体で一つ

の資産グループとしております。ただし、将来の使用が見込まれていない遊休資産

及び事業の大幅な縮小や廃止に関する意思決定済みの資産については、それぞれ個

別にグルーピングしております。  

 

（４）回収可能価額の算定方法 

回収可能価額は、主として不動産鑑定評価額に基づく正味売却価額により算定し

ております。 

 

４．その他臨時利益の内訳 

① 賠償金等の受入 580,531,406 円 

② その他       31,739,088 円 

 合 計     612,270,494 円 

 

５．その他臨時損失の内訳 

① 運営費交付金皆減に伴う退職給付引当金見返取崩額 42,372,860,292 円 

② 過年度の資産除去債務費用（アスベスト除去費用） 811,357,028 円 

③ 病院の建替に伴う移転経費 189,625,890 円 

④ 災害損失費用（台風被害関係経費） 74,035,224 円 

⑤ その他       540,984,712 円 

 合 計    43,988,863,146 円 



Ⅴ．キャッシュ・フロー計算書 

 

１． 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定   113,348,174,628 円 

資金期末残高  113,348,174,628 円 

                          

２． 重要な非資金取引 

ファイナンス・リースによる資産の取得 17,001,600 円 

 

 

Ⅵ．オペレーティング・リース取引 

 

１．貸借対照表日後一年以内のリース期間に係る未経過リース料      59,364,228 円 

２．貸借対照表日後一年を超えるリース期間に係る未経過リース料    39,935,463 円 

 

 

Ⅶ．金融商品関係 

 

１．金融商品の状況に関する事項 

当機構は、資金運用については預金及び合同運用指定金銭信託に限定し、また、

資金調達については財政融資資金からの借入及び財投機関債の発行によっておりま

す。 

診療報酬債権に係る回収リスクは、収入管理事務要領等に沿ってリスク低減を図

っております。また、有価証券は、独立行政法人通則法第 47 条の規定等に基づき、

合同運用指定金銭信託のみを保有することとし株式等は保有しておりません。 

借入金等の使途は事業投資資金であり、主務大臣により認可された資金計画に沿

って、資金調達を行っております。 

 

  ２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。 

（単位：百万円）  

区        分 貸借対照表 
計  上  額 

時    価 差    額 

(1) 現金及び預金 
(2) 医業未収金 
(3) 有価証券 

合同運用指定金銭信託 
(4)買掛金 
(5)未払金 
(6)長期借入金 
(7)リース債務 

113,348 
163,121 
60,000 
60,000 

(41,734) 
(71,726) 

(503,851) 
(502) 

113,348 
163,121 
60,000 
60,000  

(41,734) 
(71,726) 

(504,364) 
(502) 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

(513) 
(△0) 

(注１)負債に計上されているものは（）で示しております。 

(注２)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項 

 



（１）現金及び預金、（２）医業未収金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、帳

簿価額によっております。 

（３）有価証券 

     合同運用指定金銭信託については、預金と同様の性格を有し短期間で決済

されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、帳簿価額によっております。 

（４）買掛金、（５）未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に等しいことから、帳

簿価額によっております。 

     （６）長期借入金、（７）リース債務 

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。 

なお、リース債務の貸借対照表計上額は利子を含んでおります。 

 

 

Ⅷ．退職給付引当金 

 

１．採用している退職給付制度の概要 

当機構は役職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度を設けております。 

   

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 240,131,710,108 円 

勤務費用 19,355,813,701 円 

利息費用 1,199,787,870 円 

数理計算上の差異の当期発生額    1,702,725,772 円 

退職給付の支払額 △ 17,999,867,157 円 

期末における退職給付債務   244,390,170,294 円 

 

３．退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

退職給付債務 244,390,170,294 円 

未認識過去勤務費用（注） 7,889,102,249 円 

未認識数理計算上の差異 6,250,432,805 円 

整理資源負担金    46,885,269,423 円 

退職給付引当金   305,414,974,771 円 

     

（注） 平成 25 年１月１日から国家公務員退職手当法等の一部を改正する法律（平

成 24 年法律第 96 号）及び平成 27 年４月１日から独立行政法人国立病院機構

職員退職手当規程の適用を受けたため、過去勤務費用が発生しております。ま

た、平成 31 年１月 25 日に同退職手当規程の改正がなされたため、過去勤務費

用が発生しております。 

 

 



４．退職給付に関連する損益 

勤務費用 19,355,813,701 円 

利息費用 1,199,787,870 円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 △  2,439,880,084 円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額 △    274,681,778 円 

退職給付費用    17,841,039,709 円 

 

（注）  上記退職給付費用以外に共済組合負担金、長期公経済負担金等の退職給付費

用として、50,710,640,341 円を計上しております。 

 

５．数理計算上の計算の基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。） 

 割引率 0.5％ 

 

 

Ⅸ．資産除去債務関係 

 

１．資産除去債務の概要 

当機構は、所有する建物の解体時におけるアスベストの除去費用、医療用器械備

品等の廃棄時における放射性同位元素及び放射化物の除去費用、照明装置の廃棄時

におけるポリ塩化ビフェニルの除去費用及び契約に基づく土壌汚染対策費用につ

き資産除去債務を計上しております。 

 

２．資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の見積りにあたり、取得時からの使用見込期間を有形固定資産の耐

用年数を参考に２年から 47 年と見積っております。割引率は当該期間を勘案し、

使用見込期間に見合う財政投融資及び国債の利回りを参考に算定しており、0.010

％から 2.351％となっております。 

 

３．当事業年度における資産除去債務の総額の増減 

 

期首残高 3,903,934,559 円 

有形固定資産の取得等に伴う増加額 0 円 

時の経過による調整額 49,299,733 円 

資産の除去等による履行額 △ 1,098,207,978 円 

見積りの変更による増加額 987,867,286 円 

期末残高 3,842,893,600 円 

 

４．資産除去債務の見積りの変更 

建物等に含まれるアスベストの除去費用として計上していた資産除去債務につ

いて、新たな情報の入手に伴い、除去費用に関しての見積りの変更を行っておりま

す。 



Ⅹ．不要財産に係る国庫納付関係 

  該当事項はありません。 

 

 

ＸＩ．重要な債務負担行為 

該当事項はありません。 

 

 

ＸⅡ．重要な後発事象 

該当事項はありません。 

 

 

ＸⅢ．その他独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情報 

   独立行政法人固有の会計処理に伴う科目は、以下のとおりです。 

   （１） 退職給付引当金見返 

   （２） 運営費交付金債務 

   （３） 預り補助金等 

   （４） 預り寄附金 

   （５） 資産見返負債 

   （６） 長期預り寄附金 

   （７） その他行政コスト累計額 

   （８） 減価償却相当額 

   （９） 除売却差額相当額 

   （１０）運営費交付金収益 

   （１１）補助金等収益 

   （１２）寄附金収益 

   （１３）退職給付引当金見返に係る収益 
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投
資

そ
の

他
の

資
産

有
形

固
定

資
産

（
減

価
償

却
費

）

１
．

 固
定

資
産

の
取

得
、

処
分

、
減

価
償

却
費

（
「
第

８
７

　
特

定
の

資
産

に
係

る
費

用
相

当
額

の
会

計
処

理
」
及

び
「
第

９
１

　
資

産
除

去
債

務
に

係
る

特
定

の
除

去
費

用
等

の
会

計
処

理
」
に

よ
る

減
価

償
却

相
当

額
も

含
む

。
）

　
及

び
減

損
損

失
累

計
額

の
明

細

資
産

の
種

類
減

価
償

却
累

計
額

減
損

損
失

累
計

額
摘

要



２
．

棚
卸

資
産

の
明

細
（
単

位
：
円

）

当
期

増
加

額

当
期

購
入

・
製

造
・
振

替
払

出
・
振

替
そ

の
他

4
,3

2
2
,8

4
8
,4

2
3

1
6
1
,7

5
0
,3

4
9
,4

0
8

1
6
1
,8

4
3
,4

8
7
,8

5
7

5
,2

7
9
,6

9
0

4
,2

2
4
,4

3
0
,2

8
4

注

1
,8

9
8
,0

1
3
,7

1
2

8
1
,5

5
4
,6

5
6
,5

5
5

8
1
,0

6
5
,3

7
5
,0

9
4

1
7
,7

4
5
,8

2
2

2
,3

6
9
,5

4
9
,3

5
1

注

1
0
2
,2

4
5
,7

9
2

1
0
,6

7
8
,8

5
3
,5

5
5

1
0
,6

8
2
,6

1
5
,5

8
3

0
9
8
,4

8
3
,7

6
4

6
0
2
,2

2
3
,3

5
6

1
8
,9

2
0
,5

7
4
,6

9
8

1
8
,9

1
9
,5

9
4
,5

3
7

0
6
0
3
,2

0
3
,5

1
7

6
,9

2
5
,3

3
1
,2

8
3

2
7
2
,9

0
4
,4

3
4
,2

1
6

2
7
2
,5

1
1
,0

7
3
,0

7
1

2
3
,0

2
5
,5

1
2

7
,2

9
5
,6

6
6
,9

1
6

（
注

）
当

期
減

少
額

の
そ

の
他

は
、

低
価

法
に

よ
る

評
価

損
に

よ
る

も
の

で
す

。

３
．

有
価

証
券

の
明

細

　
　

流
動

資
産

と
し

て
計

上
さ

れ
た

有
価

証
券

（
単

位
：
円

）

取
得

価
額

券
面

総
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

当
期

費
用

に
含

ま
れ

た
評

価
差

額
摘

　
要

6
0
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

6
0
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

0

 
 

6
0
,0

0
0
,0

0
0
,0

0
0

 

４
．

長
期

貸
付

金
の

明
細

（
単

位
：
円

）

回
収

額
償

却
額

1
,8

1
0
,1

7
7
,1

1
4

4
4
2
,4

8
7
,8

0
0

1
6
2
,2

5
6
,5

7
3

5
9
6
,7

5
4
,7

1
9

1
,4

9
3
,6

5
3
,6

2
2

注

1
,8

1
0
,1

7
7
,1

1
4

4
4
2
,4

8
7
,8

0
0

1
6
2
,2

5
6
,5

7
3

5
9
6
,7

5
4
,7

1
9

1
,4

9
3
,6

5
3
,6

2
2

（
注

）
１

．
当

期
減

少
額

の
う

ち
「
償

却
額

」
は

独
立

行
政

法
人

国
立

病
院

機
構

奨
学

金
貸

与
規

程
第

１
１

条
に

よ
る

返
還

免
除

額
及

び
回

収
不

能
に

よ
る

償
却

額
で

す
。

　
　

　
２

．
一

年
以

内
回

収
長

期
貸

付
金

（
期

末
残

高
9
1
,5

7
2
,6

5
5
円

）
を

含
め

て
お

り
ま

す
。

５
．

長
期

借
入

金
の

明
細

（
単

位
：
円

）

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

平
均

利
率

（
％

）
返

済
期

限
摘

　
要

財
政

融
資

資
金

5
2
0
,1

6
4
,3

0
8
,1

5
6

4
2
,7

0
0
,0

0
0
,0

0
0

5
9
,0

1
3
,4

2
2
,5

4
6

5
0
3
,8

5
0
,8

8
5
,6

1
0

0
.4

2
%

令
和

3
年

6
月

2
0
日

～
令

和
3
2
年

9
月

2
0
日

5
2
0
,1

6
4
,3

0
8
,1

5
6

4
2
,7

0
0
,0

0
0
,0

0
0

5
9
,0

1
3
,4

2
2
,5

4
6

5
0
3
,8

5
0
,8

8
5
,6

1
0

６
．

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：
円

）

目
的

使
用

そ
の

他

2
9
,8

0
8
,8

9
7
,8

7
7

3
3
,7

3
2
,3

9
9
,4

4
3

2
9
,8

0
8
,8

9
7
,8

7
7

0
3
3
,7

3
2
,3

9
9
,4

4
3

9
4
3
,8

7
1
,6

3
9

6
5
1
,9

7
1
,2

8
3

2
1
6
,7

8
1
,4

9
0

0
1
,3

7
9
,0

6
1
,4

3
2

3
0
,7

5
2
,7

6
9
,5

1
6

3
4
,3

8
4
,3

7
0
,7

2
6

3
0
,0

2
5
,6

7
9
,3

6
7

0
3
5
,1

1
1
,4

6
0
,8

7
5

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

摘
　

要

賞
与

引
当

金

損
害

補
償

損
失

引
当

金

計

区
　

　
分

期
末

残
高

摘
　

要

貸
借

対
照

表
計

上
額

　
合

計

種
　

　
類

期
首

残
高

当
期

減
少

額

当
期

減
少

額
期

首
残

高
当

期
増

加
額

期
末

残
高

摘
　

要

医
薬

品

診
療

材
料

給
食

用
材

料

貯
蔵

品

計

そ
の

他
有

価
証

券
種

 類
 及

 び
銘

 柄

合
同

運
用

指
定

金
銭

信
託

計

区
　

　
分

計

奨
学

金
貸

与

区
　

　
分



７
．

貸
付

金
等

に
対

す
る

貸
倒

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：
円

）

期
首

残
高

当
期

増
減

額
期

末
残

高
期

首
残

高
当

期
増

減
額

期
末

残
高

1
6
2
,7

2
0
,1

5
9
,5

5
5

4
0
0
,4

1
5
,9

0
2

1
6
3
,1

2
0
,5

7
5
,4

5
7

4
6
9
,7

1
6
,2

8
8

△
 6

1
,7

7
7
,6

0
4

4
0
7
,9

3
8
,6

8
4

1
6
2
,7

2
0
,1

5
9
,5

5
5

4
0
0
,4

1
5
,9

0
2

1
6
3
,1

2
0
,5

7
5
,4

5
7

4
6
9
,7

1
6
,2

8
8

△
 6

1
,7

7
7
,6

0
4

4
0
7
,9

3
8
,6

8
4

注
１

9
,1

9
7
,4

8
3
,8

1
0

3
0
,4

8
7
,1

1
3
,3

1
6

3
9
,6

8
4
,5

9
7
,1

2
6

0
0

0

9
,1

9
7
,4

8
3
,8

1
0

3
0
,4

8
7
,1

1
3
,3

1
6

3
9
,6

8
4
,5

9
7
,1

2
6

0
0

0

1
,8

3
9
,3

3
8
,7

1
6

△
 4

5
,0

7
6
,3

9
1

1
,7

9
4
,2

6
2
,3

2
5

1
,8

3
9
,3

3
8
,7

1
6

△
 4

5
,0

7
6
,3

9
1

1
,7

9
4
,2

6
2
,3

2
5

1
,8

3
9
,3

3
8
,7

1
6

△
 4

5
,0

7
6
,3

9
1

1
,7

9
4
,2

6
2
,3

2
5

1
,8

3
9
,3

3
8
,7

1
6

△
 4

5
,0

7
6
,3

9
1

1
,7

9
4
,2

6
2
,3

2
5

注
２

1
7
3
,7

5
6
,9

8
2
,0

8
1

3
0
,8

4
2
,4

5
2
,8

2
7

2
0
4
,5

9
9
,4

3
4
,9

0
8

2
,3

0
9
,0

5
5
,0

0
4

△
 1

0
6
,8

5
3
,9

9
5

2
,2

0
2
,2

0
1
,0

0
9

（
注

）
１

．
一

般
債

権
に

つ
い

て
は

、
貸

倒
実

績
率

に
よ

り
、

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

　
　

　
２

．
破

産
更

生
債

権
等

（
発

生
か

ら
１

年
以

上
経

過
し

た
医

業
未

収
金

及
び

未
収

金
）
に

つ
い

て
は

、
個

別
に

回
収

可
能

性
を

検
討

し
、

回
収

不
能

見
込

額
を

計
上

し
て

お
り

ま
す

。

８
．

退
職

給
付

引
当

金
の

明
細

（
単

位
：
円

）

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

摘
  
要

退
職

給
付

債
務

合
計

額
2
9
4
,6

9
6
,6

2
9
,5

3
1

2
2
,2

5
8
,3

2
7
,3

4
3

2
5
,6

7
9
,5

1
7
,1

5
7

2
9
1
,2

7
5
,4

3
9
,7

1
7

退
職

一
時

金
に

係
る

債
務

2
4
0
,1

3
1
,7

1
0
,1

0
8

2
2
,2

5
8
,3

2
7
,3

4
3

1
7
,9

9
9
,8

6
7
,1

5
7

2
4
4
,3

9
0
,1

7
0
,2

9
4

5
4
,5

6
4
,9

1
9
,4

2
3

0
7
,6

7
9
,6

5
0
,0

0
0

4
6
,8

8
5
,2

6
9
,4

2
3

1
8
,5

5
6
,8

2
2
,6

8
8

△
 1

,7
0
2
,7

2
5
,7

7
2

2
,7

1
4
,5

6
1
,8

6
2

1
4
,1

3
9
,5

3
5
,0

5
4

年
金

資
産

-
-

-
-

退
職

給
付

引
当

金
3
1
3
,2

5
3
,4

5
2
,2

1
9

2
0
,5

5
5
,6

0
1
,5

7
1

2
8
,3

9
4
,0

7
9
,0

1
9

3
0
5
,4

1
4
,9

7
4
,7

7
1

９
．

資
産

除
去

債
務

の
明

細
（
単

位
：
円

）

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

摘
　

要

3
,6

6
8
,1

6
5
,6

7
9

1
1
8
,2

9
0
,8

2
1

1
,0

9
5
,9

7
7
,5

7
8

2
,6

9
0
,4

7
8
,9

2
2

注

2
1
9
,1

8
0
,1

9
5

3
1
,9

0
7

9
7
8
,6

0
0

2
1
8
,2

3
3
,5

0
2

注

1
6
,5

8
8
,6

8
5

2
,0

0
3
,4

0
0

1
,2

5
1
,8

0
0

1
7
,3

4
0
,2

8
5

注

0
9
1
6
,8

4
0
,8

9
1

0
9
1
6
,8

4
0
,8

9
1

注

3
,9

0
3
,9

3
4
,5

5
9

1
,0

3
7
,1

6
7
,0

1
9

1
,0

9
8
,2

0
7
,9

7
8

3
,8

4
2
,8

9
3
,6

0
0

（
注

）
資

産
除

去
債

務
に

対
応

す
る

除
去

費
用

等
に

つ
い

て
は

、
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

9
1
の

特
定

は
さ

れ
て

お
り

ま
せ

ん
。

１
０

．
資

本
剰

余
金

の
明

細
（
単

位
：
円

）

期
首

残
高

当
期

増
加

額
当

期
減

少
額

期
末

残
高

摘
  
要

3
6
,6

0
2
,1

6
2
,0

0
5

0
0

3
6
,6

0
2
,1

6
2
,0

0
5

1
3
,3

1
3
,4

5
5
,9

1
4

0
0

1
3
,3

1
3
,4

5
5
,9

1
4

8
4
,3

1
9
,1

2
6
,6

1
2

0
0

8
4
,3

1
9
,1

2
6
,6

1
2

5
,3

8
2
,2

6
2
,9

9
1

0
0

5
,3

8
2
,2

6
2
,9

9
1

9
4
,7

5
3
,8

5
5
,8

8
2

0
0

9
4
,7

5
3
,8

5
5
,8

8
2

2
3
4
,3

7
0
,8

6
3
,4

0
4

0
0

2
3
4
,3

7
0
,8

6
3
,4

0
4

労
働

安
全

衛
生

法
等

に
基

づ
く

債
務

特
定

放
射

性
廃

棄
物

の
最

終
処

分
に

関
す

る
法

律
等

に
基

づ
く

債
務

Ｐ
Ｃ

Ｂ
特

別
措

置
法

等
に

基
づ

く
債

務

計

区
　

　
分

施
設

費

補
助

金
等

目
的

積
立

金

減
資

差
益

そ
の

他

計

契
約

に
基

づ
く

債
務

未
認

識
過

去
勤

務
費

用
及

び
未

認
識

数
理

計
算

上
の

差
異

区
　

　
分

摘
　

要

医
業

未
収

金

　
　

一
般

債
権

未
収

金

　
　

一
般

債
権

破
産

更
生

債
権

等

　
　

破
産

更
生

債
権

等

計

区
　

　
分

整
理

資
源

負
担

金
に

係
る

債
務

区
　

　
分

貸
付

金
等

の
残

高
貸

倒
引

当
金

の
残

高



１
１

．
運

営
費

交
付

金
債

務
及

び
当

期
振

替
額

等
の

明
細

（
１

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

増
減

の
明

細
（
単

位
：
円

）

運
営

費
交

付
金

収
益

資
産

見
返

運
営

費
交

付
金

資
本

剰
余

金
小

計

2
,7

0
2
,0

1
7
,8

9
6

2
,7

1
5
,2

8
6
,6

1
5

2
3
2
,5

6
2
,0

5
3

0
2
,9

4
7
,8

4
8
,6

6
8

6
,8

0
2
,7

1
9
,7

3
6

8
,8

8
7
,2

0
1
,4

9
2

（
２

）
運

営
費

交
付

金
債

務
の

当
期

振
替

額
及

び
主

な
使

途
の

明
細

①
運

営
費

交
付

金
収

益
へ

の
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金

2
,3

8
8
,0

0
0

0
0

0
2
,3

8
8
,0

0
0

［
島

根
県

外
１

県
］
結

核
予

防
費

補
助

金
4
6
,5

2
6

0
0

0
4
6
,5

2
6

［
香

川
県

］
医

療
型

短
期

入
所

受
入

体
制

整
備

事
業

8
,2

0
7
,0

0
0

0
0

0
8
,2

0
7
,0

0
0

［
香

川
県

外
１

県
］
小

児
慢

性
特

定
疾

病
重

症
患

児
等

療
養

生
活

支
援

事
業

4
,2

0
8
,0

0
0

0
0

0
4
,2

0
8
,0

0
0

［
愛

媛
県

］
が

ん
医

療
均

て
ん

化
推

進
事

業
費

補
助

金
1
0
,0

4
6
,0

0
0

0
0

0
1
0
,0

4
6
,0

0
0

［
高

知
県

］
輪

番
制

小
児

救
急

勤
務

医
支

援
事

業
費

補
助

金
9
1
0
,0

0
0

0
0

0
9
1
0
,0

0
0

区
　

　
分

当
期

交
付

額
左

の
会

計
処

理
内

訳
摘

 要



建
設

仮
勘

定
見

返
補

助
金

等
資

産
見

返
補

助
金

等
資

本
剰

余
金

収
益

計
上

［
熊

本
県

］
共

同
利

用
施

設
設

備
整

備
事

業
補

助
金

9
,4

1
4
,0

0
0

0
9
,4

1
4
,0

0
0

0
0

［
札

幌
市

外
２

６
市

町
］
保

育
所

運
営

費
補

助
金

4
6
,1

9
3
,2

1
3

0
6
9
8
,5

0
0

0
4
5
,4

9
4
,7

1
3

［
札

幌
市

外
４

市
］
結

核
健

康
診

断
費

補
助

金
1
7
5
,8

6
3

0
0

0
1
7
5
,8

6
3

［
札

幌
市

外
３

９
市

町
］
保

育
所

の
感

染
防

止
対

策
に

関
す

る
補

助
金

2
2
,2

0
9
,2

3
3

0
0

0
2
2
,2

0
9
,2

3
3

［
函

館
市

外
２

１
市

］
病

院
群

輪
番

制
病

院
運

営
事

業
補

助
金

1
7
3
,2

9
7
,4

0
9

0
1
3
,5

2
7
,0

0
0

0
1
5
9
,7

7
0
,4

0
9

［
旭

川
市

外
１

市
］
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
ィ

ル
ス

感
染

症
対

策
事

業
補

助
金

4
2
4
,5

6
0

0
0

0
4
2
4
,5

6
0

［
旭

川
市

外
３

９
市

町
］
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

対
策

等
の

補
助

金
（
病

床
確

保
以

外
）

4
6
3
,7

4
1
,9

2
6

0
4
1
,0

8
3
,2

9
9

0
4
2
2
,6

5
8
,6

2
7

［
帯

広
市

外
６

市
］
新

型
コ

ロ
ナ

対
策

（
施

設
・
設

備
・
器

機
の

整
備

）
に

関
係

す
る

補
助

金
5
3
,3

5
2
,3

2
4

0
2
1
,5

5
2
,9

6
0

0
3
1
,7

9
9
,3

6
4

［
弘

前
市

外
３

市
］
医

療
従

事
者

の
手

当
・
宿

泊
代

等
に

関
係

す
る

補
助

金
6
7
,0

8
6
,2

0
0

0
0

0
6
7
,0

8
6
,2

0
0

［
盛

岡
市

外
８

市
町

］
小

児
救

急
医

療
支

援
事

業
補

助
金

8
7
,4

5
0
,2

0
3

0
0

0
8
7
,4

5
0
,2

0
3

［
仙

台
市

］
認

知
症

疾
患

医
療

セ
ン

タ
ー

運
営

事
業

費
補

助
金

6
,5

9
4
,0

0
0

0
0

0
6
,5

9
4
,0

0
0

［
山

元
町

外
２

市
町

］
二

次
救

急
拠

点
病

院
体

制
確

保
に

係
る

補
助

金
1
5
,5

2
6
,0

0
0

0
0

0
1
5
,5

2
6
,0

0
0

［
宇

都
宮

市
外

１
２

市
］
救

急
医

療
体

制
運

営
費

補
助

金
1
2
8
,1

5
9
,8

1
6

0
1
,9

8
0
,0

0
0

0
1
2
6
,1

7
9
,8

1
6

［
千

葉
市

］
看

護
師

養
成

所
運

営
事

業
補

助
金

1
6
,7

2
3
,0

0
0

0
0

0
1
6
,7

2
3
,0

0
0

［
さ

い
た

ま
市

外
９

市
］
レ

ス
パ

イ
ト
ケ

ア
事

業
補

助
金

1
1
,2

4
6
,0

0
0

0
0

0
1
1
,2

4
6
,0

0
0

［
横

浜
市

外
１

市
］
周

産
期

救
急

連
携

病
院

補
助

金
1
5
8
,3

0
0
,0

0
0

0
1
5
6
,3

0
0
,0

0
0

0
2
,0

0
0
,0

0
0

［
横

浜
市

外
２

市
］
新

型
コ

ロ
ナ

ウ
イ

ル
ス

感
染

症
等

の
病

床
確

保
補

助
金

9
7
,1

7
0
,5

0
0

0
0

0
9
7
,1

7
0
,5

0
0

［
柏

崎
市

］
認

定
看

護
師

等
資

格
取

得
助

成
事

業
補

助
金

1
,0

9
1
,0

0
0

0
0

0
1
,0

9
1
,0

0
0

［
松

本
市

］
松

く
い

虫
被

害
防

除
特

殊
伐

採
補

助
金

1
0
0
,0

0
0

0
0

0
1
0
0
,0

0
0

［
坂

城
町

外
２

市
町

］
医

師
確

保
補

助
金

2
3
,1

9
9
,0

0
0

0
0

0
2
3
,1

9
9
,0

0
0

［
宇

治
市

外
１

２
市

町
］
心

身
障

碍
児

者
福

祉
サ

ー
ビ

ス
利

用
等

促
進

事
業

補
助

金
8
,0

0
9
,0

0
0

0
0

0
8
,0

0
9
,0

0
0

［
岡

山
市

］
IC

T
技

術
活

用
先

端
医

療
体

制
整

備
事

業
費

補
助

金
6
0
0
,0

0
0

0
0

0
6
0
0
,0

0
0

［
鳥

取
市

外
１

町
］
重

度
障

が
い

児
者

支
援

事
業

補
助

金
3
,5

7
7
,2

0
0

0
0

0
3
,5

7
7
,2

0
0

［
岩

国
市

外
３

市
］
産

科
医

等
確

保
支

援
事

業
費

補
助

金
7
,2

3
1
,0

0
0

0
0

0
7
,2

3
1
,0

0
0

1
2
1
,0

2
9
,4

1
3
,3

1
2

0
1
8
,0

6
9
,1

1
2
,4

1
2

0
1
0
2
,9

6
0
,3

0
0
,9

0
0

１
３

．
役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細
（
単

位
：
円

、
人

）

支
給

額
支

給
人

員
支

給
額

支
給

人
員

(4
,3

2
0
,0

0
0
)

(2
)

(0
)

(0
)

　

1
0
6
,7

5
0
,5

9
6

7
0

0

(3
8
,6

6
9
,9

8
3
,4

3
5
)

(1
4
,1

5
5
)

(0
)

(0
)

3
9
2
,0

9
2
,0

6
6
,9

2
3

6
0
,7

4
1

1
7
,9

8
2
,7

5
9
,1

5
7

5
,4

2
9

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

(3
8
,6

7
4
,3

0
3
,4

3
5
)

(1
4
,1

5
7
)

(0
)

(0
)

3
9
2
,1

9
8
,8

1
7
,5

1
9

6
0
,7

4
8

1
7
,9

8
2
,7

5
9
,1

5
7

5
,4

2
9

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 

  
  
  
  
３

．
  
支

給
人

員
数

は
、

年
間

平
均

支
給

人
員

数
を

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

  
  
  
  
４

．
  
非

常
勤

の
役

員
及

び
職

員
並

び
に

期
間

職
員

は
、

外
数

と
し

て
（
　

　
）
で

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

  
  
  
  
５

．
  
中

期
計

画
に

お
い

て
は

、
法

定
福

利
費

等
を

含
め

て
予

算
上

の
人

件
費

と
し

て
お

り
ま

す
が

、
上

記
明

細
に

は
法

定
福

利
費

等
は

含
ま

れ
て

お
り

ま
せ

ん
。

計

区
　

　
　

分
報

酬
又

は
給

与

合
　

　
　

計

（
注

）
　

１
．

  
役

員
に

対
す

る
報

酬
等

の
支

給
基

準
は

、
独

立
行

政
法

人
国

立
病

院
機

構
役

員
報

酬
規

程
及

び
独

立
行

政
法

人
国

立
病

院
機

構
役

員
退

職
手

当
規

程
に

よ
っ

て
お

り
ま

す
。

　
　

　
　

２
．

  
職

員
に

対
す

る
給

与
等

の
支

給
基

準
は

、
独

立
行

政
法

人
国

立
病

院
機

構
職

員
給

与
規

程
、

独
立

行
政

法
人

国
立

病
院

機
構

院
長

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
病

院
機

構
  
  
  
  
  
  
非

常
勤

職
員

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
病

院
機

構
非

常
勤

医
師

及
び

歯
科

医
師

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
病

院
機

構
期

間
医

師
の

給
与

等
に

関
す

る
規

程
、

独
立

  
  
  
  
  
  
行

政
法

人
国

立
病

院
機

構
治

験
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
の

給
与

等
に

関
す

る
規

程
、

独
立

行
政

法
人

国
立

病
院

機
構

休
業

等
代

替
職

員
の

給
与

等
に

関
す

る
規

程
、

独
立

行
政

法
人

国
　

　
　

　
　

　
立

病
院

機
構

本
部

職
員

給
与

規
程

、
独

立
行

政
法

人
国

立
病

院
機

構
本

部
非

常
勤

特
定

専
門

職
員

給
与

規
程

及
び

独
立

行
政

法
人

国
立

病
院

機
構

職
員

退
職

手
当

規
程

に
よ

っ
て

　
　

　
　

　
　

お
り

ま
す

。

退
職

手
当

役
　

　
　

員

職
　

　
　

員

区
　

　
分

当
期

交
付

額
左

の
会

計
処

理
内

訳
摘

 要



１
４

．
科

学
研

究
費

補
助

金
の

明
細

（
単

位
：
円

、
件

）

　
当

期
受

入
れ

件
　

　
数

摘
　

　
要

1
1
,3

8
9
,0

5
0

(3
7
,9

6
3
,5

0
0
)

4
0

5
0
,8

1
6
,9

1
0

(1
7
1
,5

2
6
,3

5
5
)

2
7
9

4
,6

8
0
,0

0
0

(1
5
,6

0
0
,0

0
0
)

3

1
0
5
,8

5
5
,0

0
0

(3
8
1
,8

7
1
,2

1
0
)

1
5
2

1
7
2
,7

4
0
,9

6
0

(6
0
6
,9

6
1
,0

6
5
)

4
7
4

日
本

学
術

振
興

会
学

術
研

究
助

成
基

金
助

成
金

科
学

技
術

振
興

機
構

科
学

研
究

費

厚
生

労
働

科
学

研
究

費
補

助
金

合
　

　
　

計

（
注

）
　

直
接

経
費

相
当

額
に

つ
い

て
は

、
外

数
と

し
て

（
　

）
で

記
載

し
て

お
り

ま
す

。

種
　

　
　

目

文
部

科
学

省
科

学
研

究
費

補
助

金





１
６
．
関
連
公
益
法
人
の
状
況

関
連
公
益
法
人
の
概
要

理
事
長

楠
岡
　
英
雄

国
立
病
院
機
構
理
事
長

理
事

得
津
　
馨

国
立
病
院
機
構
医
務
担
当
理
事

理
事

長
田
　
恵
子

国
立
病
院
機
構
看
護
担
当
理
事

理
事

上
之
原
　
広
司
国
立
病
院
機
構
仙
台
医
療
セ
ン
タ
ー
院
長

理
事

新
木
　
一
弘

国
立
病
院
機
構
東
京
医
療
セ
ン
タ
ー
院
長

理
事

長
谷
川
　
好
規
国
立
病
院
機
構
名
古
屋
医
療
セ
ン
タ
ー
院
長

理
事

奥
村
　
明
之
進
国
立
病
院
機
構
大
阪
刀
根
山
医
療
セ
ン
タ
ー
院
長

理
事

奥
谷
　
卓
也

国
立
病
院
機
構
広
島
西
医
療
セ
ン
タ
ー
院
長

理
事

森
田
　
茂
樹

国
立
病
院
機
構
九
州
医
療
セ
ン
タ
ー
院
長

理
事

小
森
　
哲
夫

国
立
病
院
機
構
箱
根
病
院
院
長

理
事

杠
　
岳
文

国
立
病
院
機
構
肥
前
精
神
医
療
セ
ン
タ
ー
院
長

理
事

古
川
　
正
幸

国
立
病
院
機
構
九
州
が
ん
セ
ン
タ
ー
副
院
長

理
事

中
釜
　
斉

国
立
が
ん
研
究
セ
ン
タ
ー
理
事
長

理
事

國
土
　
典
宏

国
立
国
際
医
療
研
究
セ
ン
タ
ー
理
事
長

監
事

當
間
　
重
人

国
立
病
院
機
構
東
京
病
院
院
長

監
事

齋
藤
　
清

国
立
病
院
機
構
東
京
医
療
セ
ン
タ
ー
事
務
部
長

関
連
公
益
法
人
と
の
取
引
の
関
連
図

当
法
人
は
、
会
費
及
び
書
籍
代
を
支
払
っ
て
い
る
。

関
連
公
益
法
人
の
財
務
状
況

（
単
位
：
円
）

（
注
）
関
連
公
益
法
人
に
お
い
て
収
支
計
算
書
を
作
成
し
て
い
な
い
た
め
、
当
期
収
入
合
計
額
、
当
期
支
出
合
計
額
及
び
当
期
収
支
差
額
は
記
載
し
て
お
り
ま
せ
ん
。

関
連
公
益
法
人
の
正
味
財
産
に
つ
い
て

（
単
位
：
円
）

A
B

C
＝
A
-
B

D
E
=
C
+
D

F
G

H
=
F
-
G

I
J=
H
＋
I

K
=
E
+
J

1
3
,3
7
6
,1
3
6

0
1
3
,3
7
6
,1
3
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（
注
）
１
．
上
記
法
人
に
対
す
る
債
務
保
証
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　
　
　
２
．
上
記
「
競
争
契
約
等
」
と
は
、
競
争
契
約
及
び
企
画
競
争
・
公
募
の
こ
と
で
あ
り
、
「
随
意
契
約
」
と
は
競
争
性
の
な
い
随
意
契
約
の
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

１
７
．
上
記
以
外
の
主
な
資
産
、
負
債
、
費
用
及
び
収
益
の
明
細

　
　
　
該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
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当
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独
立
行
政
法
人

国
立
病
院
機
構

一
般
社
団
法
人

国
立
医
療
学
会

名
称

業
務
の
概
要

役
員
の
氏
名
(令
和
3
年
3
月
3
1
日
現
在
）

一
般
社
団
法
人
　
国
立
医
療
学
会

・
学
会
、
研
究
会
、
講
習
会
等
の
開
催

・
機
関
誌
等
の
発
行

・
国
民
医
療
の
発
展
向
上
に
関
す
る
調
査
、
研
究
及
び
そ
の
褒
賞

・
関
係
諸
団
体
と
連
携
及
び
交
流
事
業

・
そ
の
他
当
法
人
の
目
的
を
達
成
す
る
た
め
に
必
要
な
事
業



【独立行政法人　国立病院機構】 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 差    額 備    考

収入

運営費交付金 0 0 0

長期借入金等 - - -

業務収入 1,039,780,132,000 1,043,528,371,437 3,748,239,437

その他収入 0 20,532,161 20,532,161
有形固定資産の売却による収入が計画より増
加したこと等による

1,039,780,132,000 1,043,548,903,598 3,768,771,598

支出

業務経費

診療業務経費 936,875,393,000 898,369,857,151 △ 38,505,535,849

教育研修業務経費 - - -

臨床研究業務経費 - - -

その他の経費 0 0 0

施設整備費 80,226,073,000 57,493,140,923 △ 22,732,932,077
整備費の年度内の支払額が計画より減少した
こと等による

　　 借入金償還 - - -

支払利息 - - -

その他支出 1,154,204,000 436,492,806 △ 717,711,194
資産除去債務支出の年度内の支払額が計画よ
り減少したこと等による

1,018,255,670,000 956,299,490,880 △ 61,956,179,120

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。
（１）損益計算書の以下の科目は、決算報告書上は「業務収入」に含まれております。
①　診療業務収益のうち「医業収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他診療業務収益」
②　教育研修業務収益のうち「看護師等養成所収益」、「研修収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他教育研修業務収益」
③　臨床研究業務収益のうち「研究収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他臨床研究業務収益」
④　その他経常収益のうち「財務収益」、「土地建物等貸付料収入」、「宿舎貸付料収入」、「寄附金収益」、「その他経常収益」
（２）損益計算書の臨時利益は、決算報告書上は「その他収入」に含まれております。
（３）損益計算書の「一般管理費」、その他経常費用のうち財務費用の「支払手数料」及び「その他経常費用」は、決算報告書上は業務経費

　　の「その他の経費」に含まれております。

決　算　報　告　書

計

計

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

区    分
診療事業



【独立行政法人　国立病院機構】 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 差    額 備    考

収入

運営費交付金 178,643,000 159,582,377 △ 19,060,623
運営費交付金の配分額を見直したこと等によ
る

長期借入金等 - - -

業務収入 6,617,819,000 4,990,662,115 △ 1,627,156,885
看護師等養成による収入が計画より減少した
こと等による

その他収入 0 29,999 29,999
有形固定資産の売却による収入が計画より増
加したこと等による

6,796,462,000 5,150,274,491 △ 1,646,187,509

支出

業務経費

診療業務経費 - - -

教育研修業務経費 5,869,507,000 5,809,284,860 △ 60,222,140

臨床研究業務経費 - - -

その他の経費 0 0 0

施設整備費 91,021,000 59,779,755 △ 31,241,245
整備費の年度内の支払額が計画より減少した
こと等による

　　 借入金償還 - - -

支払利息 - - -

その他支出 0 3,837,040 3,837,040
計画時では法人共通に計上していたこと等に
よる

5,960,528,000 5,872,901,655 △ 87,626,345

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。
（１）損益計算書の以下の科目は、決算報告書上は「業務収入」に含まれております。
①　診療業務収益のうち「医業収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他診療業務収益」
②　教育研修業務収益のうち「看護師等養成所収益」、「研修収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他教育研修業務収益」
③　臨床研究業務収益のうち「研究収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他臨床研究業務収益」
④　その他経常収益のうち「財務収益」、「土地建物等貸付料収入」、「宿舎貸付料収入」、「寄附金収益」、「その他経常収益」
（２）損益計算書の臨時利益は、決算報告書上は「その他収入」に含まれております。
（３）損益計算書の「一般管理費」、その他経常費用のうち財務費用の「支払手数料」及び「その他経常費用」は、決算報告書上は業務経費

　　の「その他の経費」に含まれております。

決　算　報　告　書

教育研修事業

計

計

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

区    分



【独立行政法人　国立病院機構】 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 差    額 備    考

収入

運営費交付金 6,739,921,000 2,276,393,100 △ 4,463,527,900
運営費交付金の配分額を見直したこと等によ
る

長期借入金等 - - -

業務収入 7,088,317,000 6,975,589,108 △ 112,727,892

その他収入 0 0 0

13,828,238,000 9,251,982,208 △ 4,576,255,792

支出

業務経費

診療業務経費 - - -

教育研修業務経費 - - -

臨床研究業務経費 11,569,211,000 11,022,354,236 △ 546,856,764

その他の経費 0 0 0

施設整備費 320,031,000 267,455,231 △ 52,575,769
整備費の年度内の支払額が計画より減少した
こと等による

　　 借入金償還 - - -

支払利息 - - -

その他支出 0 0 0

11,889,242,000 11,289,809,467 △ 599,432,533

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。
（１）損益計算書の以下の科目は、決算報告書上は「業務収入」に含まれております。
①　診療業務収益のうち「医業収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他診療業務収益」
②　教育研修業務収益のうち「看護師等養成所収益」、「研修収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他教育研修業務収益」
③　臨床研究業務収益のうち「研究収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他臨床研究業務収益」
④　その他経常収益のうち「財務収益」、「土地建物等貸付料収入」、「宿舎貸付料収入」、「寄附金収益」、「その他経常収益」
（２）損益計算書の臨時利益は、決算報告書上は「その他収入」に含まれております。
（３）損益計算書の「一般管理費」、その他経常費用のうち財務費用の「支払手数料」及び「その他経常費用」は、決算報告書上は業務経費

　　の「その他の経費」に含まれております。

計

計

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

区    分
臨床研究事業

決　算　報　告　書



【独立行政法人　国立病院機構】 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 差    額 備    考

収入

運営費交付金 9,017,188,000 13,499,776,523 4,482,588,523
運営費交付金の配分額を見直したこと等によ
る

長期借入金等 62,700,000,000 42,700,000,000 △ 20,000,000,000 債権の発行を行わなかったことによる

業務収入 6,292,068,000 6,106,458,420 △ 185,609,580

その他収入 99,959,000 162,256,573 62,297,573 資産運用の戻入を行ったこと等による

78,109,215,000 62,468,491,516 △ 15,640,723,484

支出

業務経費

診療業務経費 - - -

教育研修業務経費 - - -

臨床研究業務経費 - - -

その他の経費 38,311,834,500 41,296,848,317 2,985,013,817

施設整備費 2,222,768,000 420,281,282 △ 1,802,486,718
整備費の年度内の支払額が計画より増加した
こと等による

　　 借入金償還 58,119,322,000 59,013,422,546 894,100,546

支払利息 2,344,000,000 2,183,110,520 △ 160,889,480

その他支出 1,495,128,000 10,491,284,519 8,996,156,519 資産運用の預入を行ったこと等による

102,493,052,500 113,404,947,184 10,911,894,684

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。
（１）損益計算書の以下の科目は、決算報告書上は「業務収入」に含まれております。
①　診療業務収益のうち「医業収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他診療業務収益」
②　教育研修業務収益のうち「看護師等養成所収益」、「研修収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他教育研修業務収益」
③　臨床研究業務収益のうち「研究収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他臨床研究業務収益」
④　その他経常収益のうち「財務収益」、「土地建物等貸付料収入」、「宿舎貸付料収入」、「寄附金収益」、「その他経常収益」
（２）損益計算書の臨時利益は、決算報告書上は「その他収入」に含まれております。
（３）損益計算書の「一般管理費」、その他経常費用のうち財務費用の「支払手数料」及び「その他経常費用」は、決算報告書上は業務経費

　　の「その他の経費」に含まれております。

計

計

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

区    分
共通

決　算　報　告　書



【独立行政法人　国立病院機構】 （単位：円）

予 算 額 決 算 額 差    額 備    考

収入

運営費交付金 15,935,752,000 15,935,752,000 0

長期借入金等 62,700,000,000 42,700,000,000 △ 20,000,000,000 債権の発行を行わなかったことによる

業務収入 1,059,778,336,000 1,061,601,081,080 1,822,745,080

その他収入 99,959,000 182,818,733 82,859,733 資産運用の戻入を行ったこと等による

1,138,514,047,000 1,120,419,651,813 △ 18,094,395,187

支出

業務経費

診療業務経費 936,875,393,000 898,369,857,151 △ 38,505,535,849

教育研修業務経費 5,869,507,000 5,809,284,860 △ 60,222,140

臨床研究業務経費 11,569,211,000 11,022,354,236 △ 546,856,764

その他の経費 38,311,834,500 41,296,848,317 2,985,013,817

施設整備費 82,859,893,000 58,240,657,191 △ 24,619,235,809
整備費の年度内の支払額が計画より減少した
ことによる

　　 借入金償還 58,119,322,000 59,013,422,546 894,100,546

支払利息 2,344,000,000 2,183,110,520 △ 160,889,480

その他支出 2,649,332,000 10,931,614,365 8,282,282,365 資産運用の預入を行ったこと等による

1,138,598,492,500 1,086,867,149,186 △ 51,731,343,314

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分の相違の概要は、以下のとおりであります。
（１）損益計算書の以下の科目は、決算報告書上は「業務収入」に含まれております。
①　診療業務収益のうち「医業収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他診療業務収益」
②　教育研修業務収益のうち「看護師等養成所収益」、「研修収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他教育研修業務収益」
③　臨床研究業務収益のうち「研究収益」、「補助金等収益」、「寄附金収益」、「その他臨床研究業務収益」
④　その他経常収益のうち「財務収益」、「土地建物等貸付料収入」、「宿舎貸付料収入」、「寄附金収益」、「その他経常収益」
（２）損益計算書の臨時利益は、決算報告書上は「その他収入」に含まれております。
（３）損益計算書の「一般管理費」、その他経常費用のうち財務費用の「支払手数料」及び「その他経常費用」は、決算報告書上は業務経費

　　の「その他の経費」に含まれております。

計

（令和２年４月１日～令和３年３月３１日）

区    分
合計

決　算　報　告　書

計


